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ⅳ．重点要求

P61
Ⅳ．２．(2)③　［国土・地域活力戦略］
（重点施策：大都市等の再生と災害に強い国土・地域の構築）

【日本再生に向けた改革工程表】P122
　（２）Ⅲ持続可能で活力ある国土・地域の形成　～国土・地域活力戦略～
　　４．国全体の防災性向上
　　　（１）災害に強い国土・地域・経済の構築
　　　　大規模災害に対する防災・減災対策，危機管理体制の強化
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１　職員等の安否等確認システムの導入
　　迅速な初動体制の構築を可能とするため，職員等の安否等確認システム
　を導入し，法務省における危機管理体制を強化することで，災害時の法秩
　序と治安維持体制の早期確立を実現させる。

４　法務省施設の防災対策
　　中央合同庁舎第６号館等の老朽化した火災報知設備等の防災設備を改修
　し，自家発電設備を整備する。

３　ファイルサーババックアップデータ記録媒体の遠隔地への運搬・保管体
　制の構築
　　職員が端末で作成するなどした業務上の電子データは法務本省内ＬＡＮ
　ファイルサーバ（以下「ファイルサーバ」という。）に保存されるとこ
　ろ，法務本省が入居する中央合同庁舎第６号館が被災した場合，同６号館
　内所在のファイルサーバ内のデータ及びそのバックアップデータともに同
　時被災し，両データが消失する危険性がある。
　　このような事態を避けるため，ファイルサーババックアップデータを格
　納した磁気テープを同時被災の可能性が低い遠隔地へ運搬・保管する体制
　を構築する。

２　法務省情報ネットワークの更新に伴う首都直下地震等広域災害対策のた
　めの通信回線の二重化
　　全国の法務省所管各庁をつなぐ基幹情報通信インフラである法務省情報
　ネットワーク（以下「法務省ＮＷ」という。）においては，システム上，
　全国全ての所管各庁における通信が首都圏の特定の法務省施設を経由する
　構成となっており，首都直下地震等により首都圏の同施設が被災して通信
　機能が停止した場合，全国全ての通信が遮断されることになる。
　　このような事態を避けるため，法務省ＮＷの更新に併せて，首都圏から
　離れた通信施設に法務省ＮＷにおける上記法務省施設の機能と同様の機能
　を持たせ，通信回線の二重化を図る。
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法務省情報ネットワーク（法務省ＮＷ）の更新等（１，４８１百万円）
　法務省ＮＷについては，平成１７年度構築から７年目を迎えており，９割
以上の所管各庁等に設置している通信機器の保守期限が平成２５年度に到来
することから，法務省ＮＷ更新等経費を一般要求している。本件重点要求に
係る事業は，法務省ＮＷの更新の際にしか実施できないものであり，費用対
効果の観点から，法務省ＮＷの更新に併せて実施するものであるが，災害時
における業務継続体制の確保を目的とするものであることから，重点要求と
して計上している。

１　職員等の安否等確認システムの導入
　　中央省庁の首都機能確保のため，秩序と治安維持をその任務としている
　法務省として，災害発生時に速やかに職員の安否等確認を実施し，迅速に
　初動体制を構築することで，業務継続実施可能な職員を確保する。

１　職員等の安否等確認システムの導入
　　法務省における迅速な初動体制を構築するため，新たに実施する事業で
　ある。

３　ファイルサーババックアップデータ記録媒体の遠隔地への運搬・保管体
　制の構築
　　首都直下地震等首都圏における広域災害の発生に備え，ファイルサーバ
　データ及びそのバックアップデータの同時被災によるデータ消失を回避す
　る体制を構築し，災害時における法務行政の円滑な業務継続体制を確保す
　る。

４　法務省施設の防災対策
　　大規模災害における，中央合同庁舎第６号館等法務省施設の業務継続を
　図り，災害に強い法務行政を構築する。

事業の目的
・効果

２　法務省情報ネットワークの更新に伴う首都直下地震等広域災害対策のた
　めの通信回線の二重化
　　本年８月８日付け首都直下地震対策局長級会議申合せなどにより，情報
　システムの機能確保を目的とした「通信サービスの停止に備えた通信回線
　の冗長化」について対策が求められていることを受け，法務省ＮＷについ
　ては，業務継続体制を確保するため，災害時における通信回線の二重化を
　図る必要があるものであり，新たに実施する事業となる。

４　法務省施設の防災対策
　　施設の整備を図る点では，既存施設と類似するものであるが，本重点要
　求では，防災性向上に重点を置いたものである。

３　ファイルサーババックアップデータ記録媒体の遠隔地への運搬・保管体
　制の構築
　　本年８月８日付け首都直下地震対策局長級会議申合せなどにより，情報
　システムの機能確保を目的とした「バックアップデータの同時被災等によ
　るデータの消失の回避」について対策が求められていることを受け，本件
　重点要求に係る事業は，業務継続体制を確保するため，首都直下地震等広
　域災害を念頭に置いたバックアップ体制を構築する必要があるものであ
　り，新たに実施する事業となる。

２　法務省情報ネットワークの更新に伴う首都直下地震等広域災害対策のた
　めの通信回線の二重化
　　首都直下地震等首都圏における広域災害の発生に備え，首都圏から離れ
　た通信施設に法務省ＮＷにおける上記法務省施設の機能と同様の機能を持
　たせ，通信回線の二重化を図ることにより，広域災害時の法務省ＮＷの通
　信機能を維持し，災害時における法務行政の円滑な業務継続体制を確保
　する。
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